
様式第三（様式３－１－１）          土 地 売 買 等 届 出 書 
〇年 〇月 〇日 

静 岡 市 長 殿                            ※届出日を記入
権利取得者（譲受人）

住所 〒〇〇〇－〇〇〇〇

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇番地

氏名 〇〇株式会社

    代表取締役 〇〇 〇〇

（担当者）代理人 〇〇株式会社 〇〇

電話 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇

国土利用計画法第２３条第１項の規定に基づき、土地に関する所有権（地上権・賃借権・その他）の移転（設定）をする契約の締結に
ついて、下記のとおり届け出ます。

記

契約の相手方等

に関する事項 

契 約 の相 手 方  （譲 渡 人 ）  の住 所  氏           名 契約締結年月日 

〇〇県〇〇市〇〇〇丁目〇番〇号 株式会社〇〇〇 代表取締役 〇〇 〇〇 〇年〇月〇日

土

地

に

関

す

る

事

項

番
号

所                     在 
地        目 面          積 

登         記        簿 
住   居   表   示 

町   又   は   字 地  番 登 記 簿 現   況 登 記 簿（㎡） 実   測（㎡） 

１〇〇区〇〇町 〇〇番〇 〇〇区〇〇町〇丁目〇 宅地 宅地 ４,０００.００
※実測取引の

 場合に記入
２ 〃 〇〇番〇 〇〇区〇〇町〇丁目〇 宅地 宅地 ３,０００.００

３ 〃 〇〇番〇 〇〇区〇〇町〇丁目〇 雑種地 雑種地 １,０００.００

※１筆ごと記載。筆数が多い場合は別紙を作成して添付。 計８,０００.００㎡  計       ㎡

番
号

利用の 

現  況  

届   出   に   係   る   権   利   以   外   の   権   利 

所      有      権 所   有   権   以   外   の   権   利 

所  有  者  の  住  所 所有者の氏名 種   別 内   容 権  利  者  の  住  所 権利者の氏名

１

２

３

工場 

店舗併用住宅
※届出対象の取引が所有権移転の場合は記

入不要

抵当権 

賃借権

2,000,000円

期間 20年

（残存15年）

〇〇市〇〇町〇丁目〇〇 

〇〇市〇〇町〇番地〇 

（地代 25,000 円／月）

〇〇銀行〇〇支店

甲野 乙郎 

物
等
に
関
す
る
事
項

土
地
に
存
す
る
工
作

番
号

種 類 概 要

移転又は設定

に係る権利

移  転  又  は  設  定  に  係  る  権  利  以  外  の  権  利 
※ 

所     有     権 所  有  権  以  外 の  権  利 

種別 内容 所有者の住所 所有者の氏名 種別 内容 権利者の住所 権利者の氏名

１

２

３

工場 鉄筋３階

(築 20 年)

所有権 ※工作物等の所有権以外の権

利（賃借権等）を移転・設定

する場合に記入 

※工作物等の所有権を譲受人

に移転する場合は記入不要

抵当権 5,000,000

円

〇〇市〇〇町

〇丁目〇〇 

〇〇銀行

〇〇支店

内
容
に
関
す
る
事
項

土
地
に
関
す
る
権
利
の

移
転
又
は
設
定
に
係
る

番

号
移転又は設定の様態 

地  上  権  又  は  賃  借  権  の  場  合 
特  記  事  項 

存続期間 残存期間 堅固・非堅固の別 地代 （年額 ・円 ）

１

２

３

売 買 

 〃 

 〃 

該 当 な し 

※届出対象の取引が所有権移転の場合は該当なし

対
価
の
額
等
に
関
す
る
事
項

番

号

土   地   に   関   す   る   対   価   の   額   等 工作物等に関する対価の額等  

地目 （現況 ） 面   積 （㎡） 単   価 （円／㎡） 対価の額 （円 ） 種  類 対価の額 （円 ） 

１ 宅地 ７,０００.００ ６０,０００ ４２０,０００,０００ 工場 ３０,０００,０００

２ 雑種地 １,０００.００ ５０,０００ ５０,０００,０００ 店舗併用住宅 ３０,０００,０００

３ ※価格の決め方を同じくするものごとに記入（地目及び単価が同じ場合はまとめて記入） ※消費税込、無償譲渡の場合は０と記入

実清
測算

有
・
無

計（a） 平均（（b）÷（a）） 計（b）                         計 

８,０００.００ ５８,７５０ ４７０,０００,０００ ６０,０００,０００

事
項

土
地
の
利
用
目
的
等
に
関
す
る

利

用

目

的

用途等
利
用
の
現
況
の
変
更

有 
･ 

無

※ ４階建てマンション ２棟 
延面積４,０００㎡ 
予定戸数 ４０戸（一戸平均１００㎡）
附帯施設 幼稚園

※用途（宅地分譲、マンション、駐車場、工場、山林経営な
ど）、規模（予定戸数、階数等）を可能な限り具体的に記入 
※現況を変更しない担保目的等の場合は、現状維持又は資
産保有と記入 
※空欄や「未定」は不可。

利用目的に係る

土地の所在 
〇〇区〇〇町〇丁目周辺

利用目的に係る

土地の面積 
８,０００.００㎡

利用計画の 
概      要 

人工面率 ７５→９０％ 計画人口 １６０人（４人／戸） ※住宅以外は記入不要

そ の 他 静岡市〇〇課と協議中
※土地の利用に当たり、個別法の許可、協議の
状況等を記載 

その他参考と

なるべき事項
番号２の土地は、底地取引を行ったものであり、当該土地に賃借人「甲野 乙郎」所有の店舗兼住宅

（木造２階 100 ㎡築後５年）が建っている。

市町村名※

区  分※ 所・地・貸・他 単 ・ 団

受理番号※ 年  月  日 第   号

処理番号※ 年  月 日 第   号

譲
受

人
業

種

1

2

3
4

5

6

7

不 動 産 業

建  設  業

金 融 保 険 業
製  造  業

商    業

運  輸  業

そ  の  他

※法人の場合は、名称、代表者職名、氏名を記入

※押印は不要

※法人又は共有の場合は（担当者）を記入

※代理人が届出する場合は（担当者）に代理人を記入

記載例
（所有権の移転の場合）

共有等により複数人を
記入する場合は、代表
者を記入した上で、
「外〇名」と記入し、
別紙に他の者の住所・
氏名を記載して添付

いずれかに〇

住宅地、駐車場、工場
用地、倉庫、店舗、田、
畑、山林など、現在の
土地の利用状況を記載

取引前から
設定され、
引き続き存
続する権利
がある場合
に、権利の
内容を記入

土地と併せて権利の移
転（設定）が行われる
工作物等（住居、倉庫
等）がある場合、土地
の番号に応じて記載
（無償譲渡も含む）
※権利の移転が無い工作物
等に関しては「その他参考
となるべき事項」に記載

売買、交換等の登記原
因の区分により記入

今回の届出の土地のみで
利用する場合は、届出の
面積を記入。隣接地と合
わせて利用する場合は、
全体の面積を記入

【人工面率】
(Ａ)利用目的に係る土地
の面積に占める
(Ｂ)人工的に手が加えら
れた面積（樹林地、草
地、水辺地、砂地等以
外の面積。庭園、植栽
は含む）の割合。
・・・B／A×100
〇％(現況)→□％(計画)
と記入

※権利の移転の無い工作物等がある場合は、床面積、構造、
使用年数等を記載
※届出に係る土地売買等の契約と一体となる支出（営業補償、
移転料、建物撤去費等）がある場合は、その内容を記入
※届出地が一団の土地の一部である場合には、届出済の土地
について、又は今後の取得予定の土地について、概要を記入
※交換の場合は、交換対象地の地番、面積等を記入

種別が所有権の
場合は記入不要

いずれかに〇

「７その他」の場合は、余白に主な業務内容を記載
（個人の場合は記載不要）



様式第三（様式３－１－１）          土 地 売 買 等 届 出 書 
〇年 〇月 〇日 

静 岡 市 長 殿                            ※届出日を記入
権利取得者（譲受人）

住所 〒〇〇〇－〇〇〇〇

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇番地

氏名 〇〇株式会社

    代表取締役 〇〇 〇〇

（担当者）代理人 〇〇株式会社 〇〇

電話 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇

国土利用計画法第２３条第１項の規定に基づき、土地に関する所有権（地上権・賃借権・その他）の移転（設定）をする契約の締結に
ついて、下記のとおり届け出ます。

記

契約の相手方等

に関する事項 

契 約 の相 手 方  （譲 渡 人 ）  の住 所  氏           名 契約締結年月日 

〇〇県〇〇市〇〇〇丁目〇番〇号 株式会社〇〇〇 代表取締役 〇〇 〇〇 〇年〇月〇日

土

地

に

関

す

る

事

項

番
号

所                     在 
地        目 面          積 

登         記        簿 
住   居   表   示 

町   又   は   字 地  番 登 記 簿 現   況 登 記 簿（㎡） 実   測（㎡） 

１〇〇区〇〇町 〇〇番〇 〇〇区〇〇町〇丁目〇 宅地 宅地 ４,０００.００
※実測取引の

 場合に記入
２ 〃 〇〇番〇 〇〇区〇〇町〇丁目〇 宅地 宅地 ２,０００.００

３

※１筆ごと記載。筆数が多い場合は別紙を作成して添付。 計６,０００.００㎡  計       ㎡

番
号

利用の 

現  況  

届   出   に   係   る   権   利   以   外   の   権   利 

所      有      権 所   有   権   以   外   の   権   利 

所  有  者  の  住  所 所有者の氏名 種   別 内   容 権  利  者  の  住  所 権利者の氏名

１

２

３

駐車場 

更地

〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号

         〃 

※各筆の所有者について記入

株式会社〇〇〇

   〃 該 当 な し 

物
等
に
関
す
る
事
項

土
地
に
存
す
る
工
作

番
号

種 類 概 要

移転又は設定
に係る権利

移  転  又  は  設  定  に  係  る  権  利  以  外  の  権  利 
※ 

所     有     権 所  有  権  以  外 の  権  利 

種別 内容 所有者の住所 所有者の氏名 種別 内容 権利者の住所 権利者の氏名

１

２

３
 該  当 な  し  

※工作物等の所有権以外の権

利（賃借権等）を移転・設定

する場合に記入

内
容
に
関
す
る
事
項

土
地
に
関
す
る
権
利
の

移
転
又
は
設
定
に
係
る

番
号

移転又は設定の様態 
地  上  権  又  は  賃  借  権  の  場  合 

特  記  事  項 
存続期間 残存期間 堅固・非堅固の別 地代 （年額 ・円 ）

１

２

３

賃借権の設定 

   〃 

３０年 

〃 

３０年 

〃 

－ 
４０，０００，０００円

（２筆合計）

対
価
の
額
等
に
関
す
る
事
項

番
号

土   地   に   関   す   る   対   価   の   額   等 工作物等に関する対価の額等  

地目 （現況 ） 面   積 （㎡） 単   価 （円／㎡） 対価の額 （円 ） 種  類 対価の額 （円 ） 

１ 宅地 ６,０００.００ １０,０００ ６０,０００,０００

２ ※賃借権設定に伴う権利金・一時金相当額を記入 

※価格の決め方を同じくするものごとに記入（地目及び単価が同じ場合はまとめて記入）３ ※消費税込 

実清
測算

有
・
無

計（a） 平均（（b）÷（a）） 計（b）                         計 

６,０００.００ １０,０００ ６０,０００,０００

事
項

土
地
の
利
用
目
的
等
に
関
す
る

利

用

目

的

用途等
利
用
の
現
況
の
変
更

有 
･ 

無

※ ・スーパーマーケット 
（店舗面積 3,500 ㎡） 
・駐車場 

※用途（宅地分譲、マンション、駐車場、工場、山林経営な
ど）、規模（予定戸数、階数等）を可能な限り具体的に記入 
※現況を変更しない担保目的等の場合は、現状維持又は資
産保有と記入 
※空欄や「未定」は不可。

利用目的に係る

土地の所在 
〇〇区〇〇町〇丁目周辺

利用目的に係る

土地の面積 
６,０００.００㎡

利用計画の 
概      要 

人工面率 100→100％ 計画人口 ※住宅以外は記入不要

そ の 他 静岡市〇〇課と協議中
※土地の利用に当たり、個別法の許可、協議の
状況等を記載 

その他参考と

なるべき事項

市町村名※

区  分※ 所・地・貸・他 単 ・ 団

受理番号※ 年  月  日 第   号

処理番号※ 年  月 日 第   号

譲
受
人

業
種

1
2
3
4
5
6
7

不 動 産 業
建  設  業
金 融 保 険 業
製  造  業
商    業
運  輸  業
そ  の  他

※法人の場合は、名称、代表者職名・氏名を記入

※押印は不要

※法人又は共有の場合は（担当者）を記入

※代理人が届出する場合は（担当者）に代理人を記入

記載例
（一時金を伴う賃借権の設定の場合）

共有等により複数人を
記入する場合は、代表
者を記入した上で、
「外〇名」と記入し、
別紙に他の者の住所・
氏名を記載して添付

いずれかに〇

住宅地、駐車場、工場
用地、倉庫、店舗、田、
畑、山林など、現在の
土地の利用状況を記載

取引前から
設定され、
引き続き存
続する権利
がある場合
に、権利の
内容を記入

売買、交換等の登記原
因の区分により記入

今回の届出の土地のみで
利用する場合は、届出の
面積を記入。隣接地と合
わせて利用する場合は、
全体の面積を記入

【人工面率】
(Ａ)利用目的に係る土地
の面積に占める
(Ｂ)人工的に手が加えら
れた面積（樹林地、草
地、水辺地、砂地等以
外の面積。庭園、植栽
は含む）の割合。
・・・B／A×100
〇％(現況)→□％(計画)
と記入

※権利の移転の無い工作物等がある場合は、床面積、構造、
使用年数等を記載

※届出に係る土地売買等の契約と一体となる支出（営業補償、
移転料、建物撤去費等）がある場合は、その内容を記入

※届出地が一団の土地の一部である場合には、届出済の土地
について、又は今後の取得予定の土地について、概要を記入

いずれかに〇

「７その他」の場合は、余白に主な業務内容を記載
（個人の場合は記載不要）

※一時金の支出
が無い場合は
届出不要

土地と併せて権利の移
転（設定）が行われる
工作物等（住居、倉庫
等）がある場合、土地
の番号に応じて記載
（無償譲渡も含む）
※権利の移転が無い工作物
等に関しては「その他参考
となるべき事項」に記載


